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研究要旨 
自治体からみた活動開始・終了基準、災害時における精神保健医療福祉支援に関し、DPAT

活動を中心とした量的・質的な検討をすすめるため、被災経験のある精神保健福祉センター

所長 6 人にインタビュー調査を行った。DPAT 活動開始・終了について、自治体の災害時

精神保健医療福祉活動マニュアル、DPAT 活動開始・終了基準（最終案）の実際の体制や活

動に照らして実用性等の評価は、両方「よい～ややよい」の評価が多かった。DPAT 活動を

中心とした災害支援の量的・質的な検討では ①事前の準備 ②災害支援の普及啓発 ③

情報収集、情報共有、情報発信 ④災害支援の基本的な考え方 ⑤被災のフェーズの違い 

⑥人材や保健医療福祉資源 ⑦身体医療支援との連携 ⑧医療と行政との連携 ⑨日頃の

支援機関の顔の見える関係性 が重要であった。 

A. 研究目的 
令和 R3 年度の研究では、全国の精神保

健福祉センターを対象にした災害時精神保

健医療活動調査（メーリングリストを利用

した質問紙）を行った。その結果を踏まえ、

令和 4 年度は、災害支援を経験した精神保

健福祉センターを中心として聞き取り調査

を実施し、自治体からみた活動開始・終了基

準、災害時における精神保健医療福祉支援

に関し、DPAT 活動を中心に量的・質的な

検討をすすめる。  
 
 

B. 研究方法 
過去に災害支援を経験した精神保健福祉セ

ンター長会災害時等こころのケア推進委員

会の委員、オブザーバーに、R3 年度に行っ

た災害時精神保健医療活動調査をもとに聞

き取り項目を選定し、資料を配布後にオン

ラインによるインタビュー調査を実施、調

査内容を分析した。聞き取り項目は、以下の

通りである。 
1.DPAT 活動開始について 
①自治体の災害時精神保健医療福祉活動マ

ニュアル（以下、マニュアルと表記）（資料

3-1、資料 3 表 1）、DPAT 活動開始基準（最



 

 

終案）（資料 3 表 2）について ②活動開始

時における意思決定の仕組みについて ③

DPAT 派遣要請の意思決定について 
2.DPAT 活動終了について 
①マニュアル、DPAT 活動終了基準（最終

案）（資料 3 表 3）について ②過去の災害

における終了の判断について ③DPAT や

心のケアチームの活動終了後について 
3.先遣隊以外の DPAT の活動について ①

被災者・支援者等に対する精神保健医療活

動－特にマニュアルのステージ２における

活動について ②中長期活動への移行につ

いて 
4.その他 
倫理面への配慮として、インタビュー対象

者には人権擁護上に配慮し、研究に関して

十分に説明し、同意（インフォームド・コン

セント）を得ている。 
 
C. 研究結果 
R5 年 1 月 4 日から 16 日にかけ、被災経験

のある精神保健福祉センター所長 6 人にイ

ンタビュー調査（1 人約 1 時間）を行った。 
 
1.DPAT 活動開始について 
①自治体の災害時精神保健医療福祉活動マ

ニュアル（以下、マニュアルと表記）、DPAT
活動開始基準（最終案）について 
a.マニュアルについて、実際の体制や活動

に照らして実用性等の評価 
・「よい～ややよい」の評価が多かった 
・よく整理されている。全国的にこのマニ

ュアルに沿った同じ基準で要請して動いて

いくことが望まれる 
b.DPAT 活動開始基準（最終案）について、

実際の体制や活動に照らして実用性等の評

価 
・「よい～ややよい」の評価が多かった 
・基準がはっきりしなかった時期は、どこ

で判断するか悩んだ。明確に整理された、こ

れを基準に具体案を各自治体で考えなけれ

ばならない 
c.DPAT 活動調整本部立ち上げにおける課

題や問題 
・本庁、災害コーディネーター、DMAT・
DPAT 統括、精神保健福祉センターとの連

携、連絡体制・調整、意思疎通 
・情報収集・共有のしかた。EMIS、電話・

ファックス、LINE 等。アウトリーチ活動も

重要 
・平時からの支援機関の関係性、準備・シミ

ュレーション 
 
②活動開始時における意思決定の仕組みに

ついて 
a.DPAT 先遣隊の派遣、参集における課題 
・実際に発災したとき、DPAT 先遣隊の派

遣元となる病院等に派遣の協力を得られる

か。参集・即応の意識付け、実動力 
・地震と降雨等の局地災害（被害がない地

域の存在）の違い 
・統括が複数人になった場合に備えた共通

した参集・立ち上げ基準 
・平時からの意思疎通、準備が重要。定期的

に DPAT に関する連絡会議を開催する 
b.先遣隊以外の関係者（自治体職員等）の体

制 
・行政事務職員等の知識・技量・体制の維持、

年 1 回程度の災害対策に関係する研修、課

長・担当者へのレクチャー、国の DPAT 研

修の継続的な受講 
・平時から災害に際して行政・組織を動か



 

 

す根拠（通知やマニュアル）の準備をしてお

く 
 
③DPAT 派遣要請の意思決定について 
a.派遣決定の体制や派遣要請に関する課題 
・要請すべきかの決断はできる。派遣のタ

イミング、必要な支援チーム数等の判断が

難しい。DPAT 事務局と話し合いながら調

整する方法は有用 
・平時からの連携・情報交換、被災時シミュ

レーションが必要。地域偏在なく多くの医

療機関の DPAT 登録―精神科医療機関への

普及啓発・意識付けが重要 
・被災地域の依頼・ニーズ把握が難しい 
b.過去の活動における課題や問題 
・事前の訓練が大切 
・情報収集・共有・発信。早め早めの判断は、

情報がどれだけ上がってくるかによる。複

数ルートからの収集が重要。情報の全体把

握が難しくて錯綜もする。現場ニーズがあ

っても受け取る手段がないこともある。

様々な会議に参加するなど積極的に情報を

得るようにすべき。フェーズによって状況

も変わっていく 
・被災地支援に対する考え方の整理―過度

に「支援したい」「やるべし」論があると調

整が難しくなる。災害支援は「やりがいを求

める」のではなく「自己完結」が基本 
 
2.DPAT 活動終了について 
①マニュアル、DPAT 活動終了基準（最終

案）について 
a.マニュアルについて、実際の体制や活動

に照らして実用性等の評価 
・「よい～ややよい」の評価が多かった 
b.DPAT 活動終了基準（最終案）について、

実際の体制や活動に照らして実用性等の評

価 
・「よい～ややよい」の評価が多かった 
・目安がないと終わりにくい、終わるため

の根拠は大事 
・具体的に書いてあるので、これを参考に

自治体でどのように現実化するかが大切 
c.活動終了基準における「被災地の精神保健

医療福祉に関わる機関による対応が可能」

とは 
・医療の部分では、精神科医療機関がおお

むね平時の状況（元々の外来・入院の機能が

はたせる）までの復旧。精神保健の部分で

は、地域の精神保健ニーズに、①立ち上がっ

た場合は心のケアセンター、②精神保健福

祉センター、保健所、市町村が対応・連携で

きる状態 
・元通りは難しいので、整理ができればい

い―避難所・仮設住宅等の数、保健所・市

町・精神保健センターの相談機能、医療機関

の稼働状況―支援者がイメージできる 
 
②過去の災害における終了の判断について 
a.活動終了の意思決定における課題 
・支援側と受援側の間に終了判断のずれが

生じると調整に難航する 
・活動終了後に何が控えているかで変わっ

てくる。心のケアセンターができる等、安心

感があれば、そのタイミング合わせて終了 
・終了の決定は災害救助法の適用期間、経

済的側面等の外部要因等が関わってくる。

地域の政治的了解・納得が必要 
 
③DPAT や心のケアチームの活動終了後に

ついて 
a.DPAT 活動終了後の企画、活動、計画や指



 

 

針 
・災害時の精神保健に関する外部支援の例

（資料 3 図 1） 
・市町村が健康調査等を行い、保健所・精神

保健福祉センターが把握、その動向をもと

に検討する 
・平時の支援に落とし込んでいく。継続さ

せる支援、終結させていく支援を整理する 
・精神保健福祉センターの本来業務（普及

啓発・人材育成・技術支援等）と重なってく

る。調整できないところは、関係団体に依頼

する 
・支援継続のためには、行政としての計画・

指針等を作っておく 
b.心のケアセンター等の立ち上げ 
・心のケアセンターは災害規模が大きく、

従来の体制だけでは対応ができず、長期的

なリソースが必要という状況で立ち上げら

れる。「お役所的な組織」にならないように

理念・目的をもってタイミング、場所、人員、

財源、地域の要望・ニーズ、マイナス面、組

織図等を考えて作る 
・新しい組織として認知してもらい、どう

役立ち活用してもらうかを地域や支援者に

イメージにしてもらうのに苦労する 
・職員集めの課題―元々資源が少ないとこ

ろに立ち上げる場合、復興支援そのものに

従事する職員等も必要になり、保健所・市町

村が関わるのは難しい 
・最初は各市町のニーズを掘り起こす形で、

時間をかけて関わることが重要。地域ごと

にニーズ、援助のしかたは異なる 
・活動期間は短いほうがいい。有限組織で

あるがゆえに撤収・平時に戻すのが大変 
・心のケアセンターの立ち上げはなくても

よいという視点 

・「心のケアチーム」「心のケア相談室」とし

て活動した自治体もある 
c.NPO 団体等との連携 
・被災時にいろんな団体・組織が集まり、把

握しきれなくなる。平時から打ち合わせ、意

思疎通ができたらいい。研修会等での顔合

わせが望ましい 
・NPO 活動が地域にフィットするか―善か

れと思ってやっているので評価が難しい 
・地域からの発信力―どういう支援・NPO
が必要か 
 
3.先遣隊以外の DPAT の活動について 
①被災者・支援者等に対する精神保健医療

活動―特にマニュアルのステージ２におけ

る活動について 
a.被災地での精神科医療の提供 
・精神科以外の医療が行われている救護所

での活動、自宅訪問や診療、短期間の向精神

薬処方・薬剤管理。身体支援のチームとの連

携は大事 
・平時の精神科医療が機能していれば、精

神科救急は多くならない―通常の精神科救

急や心のケアで対応できる 
・避難所配置の保健師・現場支援者と連絡

を取って助言・スーパーバイズする 
b.被災地での精神保健活動への専門的支援、

自治体がDPATに望む精神保健活動への支

援について 
・県保健所・市町村スタッフに対する困難

ケース対応への助言―専門医療が必要（外

来受診・入院適応）か、相談レベルで対応で

きるかー実際の面接なしでの見極め 
・医療支援者のからの相談―医療チーム・

医療救護班等は（例えば不眠があれば）多く

を精神科診療に回してくる 



 

 

・昼間の活動時期に、訪問宅に住民が、避難

所に避難者がいない場合もある、地域支援

者の情報に基づく臨機応変のアドバイス 
・被災者・支援者、市町村へのメンタルヘル

スに関する健康教育・知識教授。DPAT 研

修プログラムの中での健康教育役割の意識

付けが必要 
・DPAT には動いてもらわないわけにはい

かないムードがある…中長期をイメージし

た質・考え方、支援者支援、後援・後方支援

的活動にも期待したい 
・DPAT と保健師との連携が重要。DHEAT 
や DWAT とも連携する 
c.被災した医療機関への専門的支援 
・医療機関側に、DPAT にできることを知

ってもらう。DPAT の役割は災害に基づく

患者搬送、全体マネジメント等の業務。でき

ない支援は出勤できない職員の補完等、平

時から継続している医療行為―仕分け、考

え方の普及が必要 
・DPAT は公助であり、互助・共助ではな

い。民間病院か公的病院か、個々の医療機関

か医療機関群か―対象によって支援のあり

方は異なってくる 
・患者搬送に関しては、病院の考え方によ

るところが大きい―判断はその病院のニー

ズ、DPAT の力量による 
・病院自体が被災した、災害時態勢がとれ

ない、指揮命令系統が混乱したとき―

DPAT 先遣隊の事務・ロジ等を含め、専門

職が災害対策本部を病院内に設置する支援

もある 
・病院機能が保たれていれば、マンパワー

を補充し本部機能をサポートする。拠点機

関となることで避難所避難が不要となる 
d.支援者支援 

・DPAT や外部支援チームの支援者支援で

できることは、重症例（外来治療・入院の必

要例）の対応。専門的な助言として行政職員

に対する支援は難しい 
・既存の組織の中での相談を利用する。支

援者支援の相談窓口は大切であるが、被災

時にはあまり利用されない（顔も知らない

人が突然行っても利用しづらい） 
・人事部関連の窓口との連携等で、早めの

助言・人員配置の配慮、相談しやすい体制が

望まれる。産業医とのコンタクトも必要 
・一部の人に負担・しわ寄せがいかないよ

うに、自治体トップが組織として職員に休

養をとらす配慮が必要 
・専門的な視点で正しい知識を伝えること

が大事。支援者の今時点の状態を評価した

上で、関わりは有限であり、自分たちが何を

できるかという視点でのアドバイス 
 
②中長期活動への移行について 
a.DPAT から被災地の機関への引継ぎにお

ける課題 
・本庁中心に保健所・市町村へ引き継いだ。

被災後 1 カ月ぐらいから整理し、役割を分

担した 
・精神保健福祉センター長が統括である場

合、DPAT の活動内容を知っている、記録

を確認しやすい等のため、中長期移行に対

応しやすい 
・もともと自治体がもつ支援力は変わらな

い―被災前に力があったところは被災後も

力を保っている 
b.「掘り起こし」問題など 
・掘り起こしを悪いと見るか―これまで見

えなかったものが見え、潜在的に問題を抱

えていた人にとっては支援につながるきっ



 

 

かけになる 
・掘り起こしは被災地の支援者が行うべき

―県内支援者の中では問題は少ない。県外

派遣の支援者は、掘り起こしをしないよう

意識する 
・早急に医療・保健・相談につなぐ必要のな

い人を掘り起こし過ぎると、その地域のリ

ソースを消費させてしまう。支援できる量

と掘り起こされる問題・人数とのバランス

に関係してくる 
 
4.その他 
・この 10年で心のケアという言葉は広がっ

た。今一度、どういう形であるべきか定義し

ていくことが重要 
・平時の準備に尽きる。訓練しておかない

と動けない 
・地域によって災害支援体制・医療体制・精

神医療のリソースは様々。全国的にある程

度の方針を示しながら、地域の特性に合わ

せて柔軟に変えられる活動マニュアル・資

料等が必要。各自治体が自分たちで考える

（でないと本番では役に立たない） 
・医療機関側に行政の中に入っていく意識

をもってもらうこと自体が難しい 
・日頃の都道府県・政令市・市町村・保健所・

精神保健福祉センターとの関係性、大学、専

門病院、診療所、各種団体との人脈が重要 
 
D・E.  考察・結論 
自治体からみた活動開始・終了基準、災害時

における精神保健医療福祉支援に関し、

DPAT 活動を中心とした量的・質的な検討

をすすめるため、被災経験のある精神保健

福祉センター所長 6 人にインタビュー調査

を行った。 

DPAT 活動開始・終了について、自治体の

災害時精神保健医療福祉活動マニュアル、

DPAT 活動開始・終了基準（最終案）の実際

の体制や活動に照らして実用性等の評価は、

両方「よい～ややよい」の評価が多かった。

適切な基準であることが確認された。全国

的にマニュアル・基準を参考に具体案を各

自治体で考えていく必要がある。 
1.DPAT 活動開始、2.DPAT 活動終了、 
3.先遣隊以外のDPATの活動、4.その他 ど

の項目においても ①事前の準備、シミュ

レーション、訓練の重要性 ②DPAT 活動

等、災害支援の普及啓発・意識付けの重要性 

③情報収集（現場ニーズをどう拾い上げる

か）、関係機関内での情報共有、被災地域か

ら情報発信の課題 ④支援側と受援側、自

都道府県と他都道府県の立場の違い等、被

災地支援に対する基本的な考え方 ⑤被災

のフェーズの違い、移行を踏まえての支援

のつながりの検討 ⑥量的質的な人材サポ

ート（支援者支援を含めて）、ハード面とし

ての保健医療福祉資源の確保 ⑦DMAT等

の身体医療支援者との連携の必要性 ⑧医

療と行政との「文化の壁」を打ち壊し、被災

者支援として協働していく方向性の共有 

⑨日頃の都道府県・政令市、市町村、保健所、

精神保健福祉センターの関係性や大学、病

院、診療所、各団体との人脈・信頼感が重要

で、日常の顔の見える連携、意思疎通・意見

交換が大切、が共通していた。 
 
F. 研究発表 
1.論文発表：なし 
2.学会発表：なし 
 
 



 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 
1.特許取得：なし 
2.実用新案登録：なし 
3.その他：なし 



 

 

 


